



Facilitations of Activities and Participations of the Elderly 
and Handicapped Persons by Special Transport Service






















































































































































































































































































































































































































































































































































1（社福）丸子町社会福祉協口会 1＆316偲3311a524社会福祉法人 博 7
2（剛わっこ自立福祉会 1a3．16183罰 1M．1NPO法人 78 4
3（社福）真田町社会福祉協謹会 183．1618±31 184．1社会福祉法人 14 4
4 （N｝シヤイン 183」6 】83311＆4」NPO法人 76 4
5 佃にユー⇔ネットながの 1＆3」16 1匹4．171a5L1肝o法人 30 5
6 （社福）上田市社会福祉協議会 悠3．｜6 1＆331 18β．！ 社会福祉法人 11 3
7 〔社摺）かりがね福祉会 1聞．1618A12184．12社会福祉法人 53 3
8（社福）依田窪福祉会 18，3231＆4．1018410社会福祉法人 珊 5








































































運送主体 運　　送　　の　対　象 使用車両 運送の対価
上田市社会福祉協議会 【合併前の上田市】 3両 上田市内（片道）
1．介護保険法にいう「要介護者」、「要支援者」 福祉車両3 500円
2．身体障害者福祉法に基づき身体障害者手帳の交付を受けている者 上田市外
許可：H18，　a31 3．肢体不自由若しくは内音邸章害又は精神障害若しくは知的障害により独立 運転手一6名 500円＋市外の区域
期限：H20．　a31 した歩行が困難であって、上記に該当しない者 の走行1k皿毎に　25円





NPO法人 1上田市（合併前の上田市・丸子町り、青木村、長和町】 4両 2kmまで　400円




NPO法人 【上田市（合併前の上田市・丸子町）、冑木村】 5両 1回につき500円




社会福祉法人 【上田市（合併前の上田市・丸子町・真田町・武石村）、長和町、青木村】 3両 2k皿まで　200円




社会福祉法人 【上田市（合併後の上田市）】 両 2㎞まで200円




社会福祉法人 【上田市（合併後の上田市）】 両 2㎞まで200円




社会福祉法人 【上田市（合併後の上田市）】 両 1㎞まで300円
上田市身体障害者福祉： 1，介護保険法にいう「要介護者」、「要支援者」 福祉車両 3㎞まで500円
































































































































































年度当初会員数（人） 利用実人数（人） 利用延べ人数（人） 備考
20年度 47 56 977
21年度 36 44 967
デイサービス和田
年度当初会員数（人） 利用実人数（人） 利用延べ人数（人） 備考
20年度 22 22 161
21年度 19 20 127
デイサーピス長門
年度当初会員数（人）利用実人数（人）　利用延べ人数（人）　　　備考
20年度 25 34 816
21年度 η 24 840
法人全体合計
年度当初会員数（人） 利用実人数（人） 利用延べ人数（人） 備考
20年度 2 1 99
21年度 2 1 97
　　　　　　　　　表5－220’21年度福祉有償運送実績報告　　　　　　　　今回われわれが体験した1
　　　　　　　　　　　　事業署名：（社）依田窪福祉会（高齢者施設）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　つの事例を紹介して考察した
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　い。上小地区と上田市の福祉
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　有償運送運営委員会に身体障
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　害者福祉協会、知的障害者育
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　成会、精神障害者家族会から
※事業所別
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　それぞれ委員が常時参加して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頂けた。上田市身体障害者福
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　祉協会は積極的に社会福祉法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人として福祉有償運送事業体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　になる取り組みをして戴け
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　た。2年目ごろから協会費の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　何割かを福祉有償運送の予算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に計上し、この予算額をベー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　スにして、福祉協会加入者、
　　　　　　　　　　　　事業署名：（社）「cノ木福祉会（障がい者施設）　　　　　　　　　家族（添乗者）の大半が利用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　者登録し、自分たちの協会の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　セダン車両を大いに利用し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　て、医療、介護、リクレーシ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ョン活動、文化活動に利用拡
きるかである。その試金石として認可制福祉有償　　大し、需要発掘、収益向上、利用料をガイドライ
運送の問題があると言えよう。　　　　　　　　　ン以下に、運転者、車両提供のボランティア化を
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図り、有償ボランティアの原則を守り、収支でボ
ランティア人件費、燃費の赤字の場合、協会費予
算から補填する方式を福祉協会総会で決議、実
行、会計報告され、利用者の自立と社会参加の実
現の推進を図られている。言うならば協会、福祉
有償運送事業、協会員が「結い」の関係、「講」
の関係、「頼母子講」的関係を形成された。
　「ご近所の底力」を超えた力であると評価でき
る。心理学、臨床集団心理学、人間関係学での概
念「リレーション（Relation）」の形成である。互
いに自己開示され、相手の障害を理解し合い、生
活観を共有され、生きる力、生きる喜びの共感と
ふれあいのッールと場を福祉有償運送事業に求
め、Identityと連帯が広がっていった姿を拝見し
た。福祉問題に係わることの喜びを学びました。
　2005（平成17）年、夏、国土交通省の「NPO
等によるボランティア有償運送検討委員会」の座
長に委嘱を受けられた山内弘隆教授は研究者の立
場から規制緩和を念じて、タクシーの規制緩和、
福祉輸送の新しいサービスの仕組みを期待され
た。道路交通法第80条許可制度が実現し、ボラン
ティア団体による福祉有償運送のマーケットは膨
張してきた。
　山内弘隆（2006）は福祉有償運送のユニバーサ
ルサービス［みんなが使えるサービス］に到達す
るまでに2つの要件の検討と合意が必要であると
記述している。一つは［いつでも、どこでも、誰
でも使える］というAvailabilityの確保と、もう
一つ適切な対価、不適当でない、みんなが乗れる
くらいの料金設定というAffbrdabilityの問題がこ
れからの課題であると論じている。まさに筆者の
体験した上田身体障害者福祉協会の事例に該当す
るであろうと考える。
　「いつでも、どこへでも、迎えに行ってくれ」
「料金はタクシー料金の半分以下に、ガソリン代
程度に」などとボランティア団体代表、タクシー
業界代表と座長の三つ巴の討論を繰り返してきた
改正法78条、79条が施行されている今日、感無量
である。
4．結語
　峠の向こうにdoor　to　doorの送迎を待っている
人々が沢山いらっしゃる。福祉有償運送によっ
て、日常的な外出への需要と地域ボランティア団
体の「非市場的供給」が里山にこだまし、まほろ
ばの上田塩田の郷を永久に創り上げるであろう。
「福祉の方法は実践」である。
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Appendix　1介護輸送の法的取り扱いの方針　厚労
省、国交省の方針（2010年現在失効）
介護輸送に係る法的取扱いについて
Appendix　2道路運送法80条による特例許可　第240
号通知（2010年現在失効）
国自旅第240号
平成16年3月16日
平　成　1　6　年　3　月
厚生労働省老健局振興課
国±交通省自動車交通局旅客課 各地方運輸局長　　殿
沖縄紅合事務局長　殿
1．経過
　標記については、平成15年9月に閣議報告された「全国規摸の規制改革要望への対
応方針」において、平成15年度中を目途に一定の方向性を見出すこととされている．
　今鹸厚生労働省と国土交通省の間において、「一定の方向性」についておおむね共
通の理解が得られたため、「中間整理案」としてホームベージ等において公表し、共同
でパブリックコメントに付し意見を募集したところであります．
　寄せられた意見を踏まえ、介謹輸送に係る取銀いの方針を次のとおリ定めたのでお知
らせいたします．
2．取扱い方針の蟹要
（1）訪問介護
　①訪問介謹事業者等が行う要介護者等の輸送については、道路運送法の事業許可
　　（一般又は特定）によることを原則とする．
　②NPO9の非営利法人は、一定の手翫条件の下で、自家用自動車の有債運送
　　許可によることができる．
　③　訪問介護員等が自己の車両で要介護者等を有償で運送する場合についても、自
　　家用自動車の有償運送許可によることができる．
　④　一定の準備期間の後、訪問介護サービス等に連続して移送を行う場合は、道路
　　運茜去上の許可を求めることとし、無許可で輪送を行う＄菜者については、介護
　　報酬の対象としないものとする．
（2）施設介護
　　施設介護事業者が行う要介蟹者等の送迎輸送については、自家輸送であることを
　明確化するとともに、輸送安全の向上の観点から、運行管理体制の確保、送迎輸送
　の外部委託化等を促進する．
〔3）重点指導期間
　　上記の実施に当たっては、一定の重点指導期間を設け、業務適正化、許可取得等に
　向けた重点指導、啓発を図る．
（4）その他
　　障書者（児）福祉サービスに係るSTSについても、上記の方針に沿って具体的な
　取扱いを行うものとする．
自動車交通局長
福祉有M直送及び過疎地有償運送に係る道路運送法第80条第1項による許
可の取扱いについて
　NPO等によるボランティア槍送としての有債運送（以下「福祉有償運送」という．）
及び交通撮関空白の過疎地における有償運送（以下「過疎地有償運送」という．）の可能
化については、平成15年4月1日から構造改革特別区壌法（平成14年法律第189号）
による構造改革特別区域における措置として実施してきたところであるが、今般、「規制
改革集中受付月間において提出された全国規摸の規＄9改革要望への対応方針について」（平
成15年9月19日閣議報告）及び「構造改革特区の第4次提案に対する政府の対応方針1
（平成16年2月20日構造改革特別区域推進本部決定）において、必要に応じて楕造改
革特別区域での特例措置の内容を見直した上で、全国的に実施するとともに、新たに、績
造改革特別区域における措置として、福祉有償蓮送についてセダン型等の一般の車両の使
用を羅めることとされたところである．
　このため、福祉有償運送及び過疎地有償運送に係る道路運送法（昭和26年法律第18
3号）第80条第1項による許可の取扱いについて下記のとおリ定めることとするので、
各地方運輸局（沖縄県にあっては沖提総合事務局．以下同じ．）においては、その趣旨を
十分理解の上、遺漏のないよう取り扱われたい．
　なお、本件については、社団法人全国乗用自動車連合会会長及び財団法人全国福祉輸送
サービス協会会長あて別添1のとおり通知するとともに、各都道府県交通担当部長あてに
別添2のとおリ参考までに通知しているので、了知されたい．
記
1．許可手続
　地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタクシー等の公共交通援関によ
っては移動制約者又は住民等に係る十分な輸送サービスが確保できないと認めるととも
に、特定非営利活動法人（特定非営利活動促進法（平成10年法律第7号）第10条第
　1項の規定による設立の認証を受けたものをいう．以下rNPO」という．）等による、
一1・
福祉有債運送又は過疎地有債蓮送の実施管理のため当該地方公共団体を含む関係者によ
る運営協頴会を設け、判明した問題点等について速やかに報告する体制を整えた場合に
おいて、NPO等から道路運送法第80条第1項の規定に基づく申請があったときは、
運輸支局長（兵庫県にあっては神戸運猿監理部長、沖糧県にあつては陸運事務所長．以
下同じ．）は、運宮協議の場における協議を経て、2．以下に掲げる要件を満たしてい
る場合には、遠やかに当該条件を付して許可をするものとする．許可に当たっては原則
として2年間の期限を付すものとする．
　また、許可後において、自家用自動車有債直送許可申請書に記載された亭項及び3．
（4）③に掲げる事項に変更が生じた塙合には、地方公共団体の長及び運鯖支局長に遅
滞なく報告するものとする．
2．必要性
　　地方公共団体が、当該地域内の輸送の現状に照らしてタクシー等の公共交通機関によ
　っては移動制約者又は住民等に係る十分な輸送サービスが確保できないと認めることを
　要するものとする．
　　この場合において、地方公共団体の区填における交通の状況や運営協呈の堵における
　童見のほか、福祉有償運送にあっては要介置者、身体障害者その他の移動制約者の状況
　等を、また過疎地有償運送にあっては、交通緩関空白の状況、住民による輸送ニーズ等
　をそれぞれ踏まえ、合理的な理由を示して判断が行われることが必要である．
　　その際、検討に当たリ具体的に検討すべき点を例示するとおおむね以下のとおりであ
　る．
①福祉有債運送
　・当該地方公共団体の区域において輸送の対象となる移動制約者の致
　・当該地方公共団体の区填におけるタクシーによる輪送の状況
　・当該地方公共団体の区域におけるボランティア輸送の状況　等
して複数の市区町村が共同で主宰し、又は都道府県が主宰することができるものとす
る．
　また、地域における先進的な取組みを行う場合その他必要と認められる場合には．
地方運輪局又は運輪支局（兵庫県にあっては神戸運輸監理部、沖提県にあっては陸運
亭務所．以下同じ．）が地方公共団体と共同で主宰することができるものとする．
（3）構成員
　　運営協謙会の楕成員は、当該地方公共団体の長又はその指名する職員を含む関係看
　であることを基本として主宰者が定めるものとする．
　　なお、撰準的なものとして想定される関係者を例示すると、おおむね以下のとおり
　である．
　　・関係する地方公共団体の長又はその指名する職員
　　・地方運輪局長若しくは運輸支局長又はその指名する綴員
　　・公共交通に関する学識経験者
　　・想定される有償運送の利用者の代表
　　’関係する地域の住民の代表
　　・関係する地域のボランティア団体
　　・パス、タクシー等関係交通提関及び運転者の代表　等
　　また、運送主体となるNPO等については、必要に応じて適宜説明を求めることが
　できるものとする◆
（4）運営方法等
　　地方公共団＃は、蓮営協渠会の開催に先立って、以下の責料を作成するとともに、
　十分な時間的余裕をもってあらかじめ参加者に送付するものとする。あわせて、更新
　の申諸に先立って行われる場合には、輸送活動における利用者からの苦情、事故等の
　状況について運営協誕の塙に報告するものとする．
②過疎地有債運送
　・当該地方公共団体の区域において輪送の対象となる住民の敗．
　・当該地方公共団体の区域における公共交通援関による輸送の状況
　・当該地方公共団体の区域におけるボランティア輸送の状況　等
3．運営協議会
（1）目的
　　運営協議会は、福祉有償蓮送又は過疎地有僕運送の必要性並びにこれらを行う場合
　　における安全の確保及び旅客の利便の確保に係る方策等を協議するため、殴置するも
　　のとする．
（2）主宰者
　　運営協諾会は、原則として地方公共団体が主宰するものとする．この場合において、
　一の市区町村が主宰することを基本とするが、必要に応t、交通圏、緩済圏等を勘案
①当該地方公共団体の区域における交通の状況及び9祉有債運送にあっては要介護
　2定を受けている者、身体障害者その他の移助制約者の状況、過疎地有債蓮送にあ
　っては交通援関空白の状況及び住民の輸送ニーズの状況
②許可を受けようとするNPO等が作成した自家用自動車有償運送許可申請書の案
　及び地方公共団体の長からの具体的な協力依頼を示す書面
③　許可を受けようとするNPO等が行おうとする自家用自動車有慣運送に関し次に
　掲げる事項について具体的に記した資料
　　・使用する車両の自助車登録番号及び運転者並びに福祉有債運送にあっては移動
　　　飼約者に対応した殻備又は装置の橿別
　　・晋通第二種免許によりがたいza合1：おける十分な能力及び経験に係る事項
　　・損害賠償措置
　　・会員数及び蓮送の対価の額
　　・運行管理体制及び指揮命令系統
　　・事故防止についての教育及び揖導体制
一2・ 一3害
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Appendix　3　介護輸送の法的取り扱いの方針　国交
省、厚労省に方針（2010年現在有効）
介護輸送に係る法的取扱いについて
平　　成　　　1　　8　　年　　　9　　月
国土交通省自動車交通局旅客課厚生労働省老健局振興課厚生労働省社会・援謹局障害保健福祉部障害福祉謀
　介護輪送に係る法的取扱いについては、平成16年3月に整理し、運用してきたと
ころであるが、今般、道路運送法等の一部を改正する法律（平成18年法律第40号．
以下r改正法1という．）が本年10月1日から施行されることに伴い、新たに以下の
通り整理することとした．
1．訪問介護について
①訪問介護事業者等が行う要介護者等の翰送については、道路運送法（昭和26
　年法律第183号）第4条又は第43条の事案許可〔一般又は特定）によること
　を原則とする．
②NPO法人その他道路運送法施行規則（昭和26年運輪省9第75号）第48
　条に定める法人等は、一定の手続き、条件の下で、道路運送法第79条に基づく
　登録を受けることができる．
③　訪問介護員等が自己の車両で要介護者等を有償で運送する場合については、一
　定の手続き、条件の下で、道路運送法第78条第3号に基づく許可を受けること
　ができる．
④訪問介護サービス等に連続して移送を行う場合は、道路運送法上の許可又は登
　録を求めることとし、これらを受けずに蓮送を行う訪問介護事業所にっいては、
　介護報酬の対象としないものとする．
場合には、当分の間、r自家輸送」として取り扱うこととし、自家用輸送であること
を明確化するとともに、輸送の安全の確保・向上の観点から、運行管理体制の確保、
道路蓮送法の許可を受けた旅客自動車運送事業者への送迎輸送の外部委託等を促進
する．
3．周知期間について
　　福祉有償運送に係る改正法r：よる改正後の道路蓮送法（以下「新法」という．）の
　円滑な運用を確保するための体制整衛や、新法第79条の登録制度の仕組み等にっ
　いて各地方公共団体、事案者等の閤係者への周知徹産を図るため、国土交遜省と厚
　生労働省は、改正法施行後1年間の周知期間を設け、当該登録制度の運用のための
体制整備や広報等を協力して積極的に行うものとする．
　　当該周知期間においては、各地方公共団体、関係＄葉者に対する説明会の開催や
当該登録制度に関するガイドブック等の地方公共団体の担当者への配布などを通じ
て、計画的かつ効果的に当該登録詞度の理解の深化を促進することとする．
　なお、当該周知期間内においては、新法第79条の登録の対象となるNPO等に
ついては、登録取得に向けた環境整備及び指導等を実施することとし、その上でゃ
　むを得ない理由によリ登録を受けることができないものについては、これに係る行
政処分及び刑事告発は行わないものとするとともに、上記1．④の取扱いにっいて
　は、当該NPO等に適用しないものとする．
なお、障害者（児）福祉サービスに係る自家用自動車を使用した有債旅客蓮送に
っいても、上記①～④の方針に沿って具体的な取扱いを行うものとする．
2．施設介護について
　施設介護事業者（デイサービス、ショートステイの事業者を含む．）が行う要介護
者等の送迎輸送については、自家用輸送であることを明確化するとともに、輸送の
　安全の確保・向上の観点から、這行管理体詞の確保、道路蓮送法の許可を受けた旅
客自動車運送事案者への送迎輪送の外部委託等を促進する．
　また、障害者自立支援法の改正により、デイサービス事案の廃止や短期入所事業
　の送迎加算が鹿止されたことに伴う障害橿祉サービス事業者等に係る送迎輸送の取
扱いにっいては、引き続き検討することとする．この場合において、当該送迎検送
　に対して市町村が従来の送迎加算の範題内の額（利用者負担分を含む．）を給付する
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Appendix　4　福祉有償運送の発地、着地の特例許可
　　　　　　　　　　国交省課長通知（2010年現在有効）
各地方運輸局自動車交通部長　殿
沖縄総合事務局運輸部長　殿
自動車交通局旅客課長
福祉有償運送における運送の区域の特例的な取り扱いにっいて
　福祉有償運送の運送の区域については、道路運送法施行規則（昭和26年運翰省令
第75号）第51条の4第2項の規定により、旅客の発地及び着地のいずれもがその
運送の区域外に存する旅客の運送をしてはならないとされているが、今般、r道州制特
別区域基本方針」（平成21年3月27日一部変更について閣議決定）別表3（別添1
参照）において、福祉有償運送に係る運送の区域に閏して、「道路運送法施行規則（昭
和26年運輸省令第フ5号）第51条の4第2項に規定する運送の区域に関し、予め
設定された運送の区域と関連が認められる一定の場含については、運送を可能とする
ため、通達の所要の改正等を平成21年度中のできるだけ早期に行う．Jこととされた
ところである．
　っいては、今後、福祉有償運送における運送の区域の特例的な取リ扱いにっいて、
下記のとおり取リ扱うこととするので、その趣旨を十分理解の上、遺漏のないよう取
り扱われたし㌔
　なお、本件については、別添2のとおリ、社団法人全国乗用自動車連合会会長及び
財団法人全国福祉輸送サービス協会会長あて通知したので申し添える。
記
1．特例として認められる運送
　　当該運送の形庄それまでの当該旅客に対する運送の実態、当該旅客の居住地の
状況など、個別具体の事例を踏まえて緯合的に判断し、予め定められた運送の区域
に旅客の運送の帰属性が認められるものは、運送の区域の特例としてこれを認める
こととする．例えぱ、別紙で掲げた事例は、予め定められた蓮送の区域に旅客の運
送の帰属性が認められるものと考えられる．
　なお、旅客の運送の帰属性の判断において疑義が生tた場合は、事前に本省に照
会することとされたい．
2．その他
　　本取扱いは、福祉有債運送における運送の実態を踏まえ、運送の区域の特例的な
取り扱いを定めたものであつて、本来の運送の区域の考え方を改めたものではない
ため、運送者等に誤解を生じ、不適切な運送が行われることのないよう、広く蓮送
者からの相談に応じる等、適切に対処されたい。
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